
告 示

�愛媛県告示第１２７号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２９年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１２８号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２９年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１２９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 救急病院の協力申出（２件）…………………………………………………………………………………………………………………………（医療対策課）……６４

○ 大規模小売店舗の新設の届出の概要等………………………………………………………………………………………………………………（経営支援課）……６４

○ 地籍調査の成果の認証………………………………………………………………………………………………………………………………………（農政課）……６５

○ 県営土地改良事業の事業計画書の縦覧（３件）……………………………………………………………………………………………………（農地整備課）……６５

○ 県営土地改良事業の事業変更計画書の縦覧（２件）………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……６６

○ 農用地利用配分計画の認可申請…………………………………………………………………………………………（農産園芸課担い手・農地保全対策室）……６６

○ 義務付保の同意を求めるための事前届出及び指定漁船調書の縦覧……………………………………………………………………………………（水産課）……６６

○ 土地収用法に基づく事業の認定……………………………………………………………………………………………………………………………（用地課）……７０

○ 指定障害福祉サービス事業者の指定……………………………………………………………………………………………………（東予地方局地域福祉課）……７２

○ 土地改良区役員の就退任の届出……………………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）……７３

○ 土地改良区連合役員の就退任の届出………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……７３

○ 道路の供用開始（県道長浜中村線）………………………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）……７３

公 告

○ 広報紙の印刷及び配布業務の委託……………………………………………………………………………………………………………………（広報広聴課）……７３

○ 愛媛県基幹ネットワークシステム運用管理・支援及び利用支援業務の委託……………………………………………………………………（情報政策課）……７４
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適用を受けるものである。

松山赤十字病院 松山市文京町１番地 日本赤十字社愛
媛県支部

平成３２年
１月３１日
まで

愛媛県立中央病
院 松山市春日町８３番地 愛 媛 県

平成３２年
１月３１日
まで

松山市民病院 松山市大手町二丁目６番
地５

一般財団法人
永 頼 会

平成３２年
１月３１日
まで

南松山病院 松山市朝生田町一丁目３
番１０号

医療法人
仁 友 会

平成３２年
１月３１日
まで

野本記念病院 松山市三番町五丁目１２番
地１

医療法人財団
仁 清 会

平成３２年
１月３１日
まで

梶浦病院 松山市三番町四丁目４番
地５

医療法人
慈 愛 会

平成３２年
１月３１日
まで

愛媛生協病院 松山市来住町１０９１番地１ 愛媛医療生活協
同組合

平成３２年
１月３１日
まで

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

一般財団法人
積善会十全総合
病院

新居浜市北新町１番５号 一般財団法人
積 善 会

平成３２年
１月３１日
まで

愛媛県立新居浜
病院

新居浜市本郷三丁目１番
１号 愛 媛 県

平成３２年
１月３１日
まで

木原病院 今治市別宮町三丁目７番
地の８

医療法人
聖 ル カ 会

平成３２年
１月３１日
まで

今治第一病院 今治市宮下町一丁目１番
２１号

社会医療法人
真 泉 会

平成３２年
１月３１日
まで

白石病院 今治市松本町一丁目５番
地９

医療法人
慈 風 会

平成３２年
１月３１日
まで

三木病院 今治市泉川町一丁目３番
４５号

医療法人
天 楽 会

平成３２年
１月３１日
まで

愛媛県立今治病
院

今治市石井町四丁目５番
５号 愛 媛 県

平成３２年
１月３１日
まで

社会福祉法人恩
賜財団済生会今
治病院

今治市喜田村七丁目１番
６号

社会福祉法人恩
賜財団済生会支
部愛媛県済生会

平成３２年
１月３１日
まで

今治セントラル
病院

今治市松本町二丁目６番
地６

医療法人
杏 風 会

平成３２年
１月３１日
まで

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

松山城東病院 松山市松末二丁目１９番３６
号

医療法人社団
慈 生 会

平成３２年
２月１１日
まで

毎週（火・金）曜日発行 第２８４８号 平成２９年２月１４日

平成２９年２月１４日火曜日 第２８４８号

愛 媛 県 報
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第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室

並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２９年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）ＤＣＭダイキ今治新都市店

今治市にぎわい広場３番

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

ＤＣＭダイキ株式会社

松山市美沢一丁目９番１号

代表取締役 小島 正之

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

ＤＣＭダイキ株式会社

松山市美沢一丁目９番１号

代表取締役 小島 正之

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成２９年９月３０日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１１，１２０平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

６３８台

イ 駐輪場の収容台数

１７６台

ウ 荷さばき施設の面積

２１８平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

６６．６７立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前６時３０分 閉店時刻 午後９時３０分

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

３箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

２４時間

２ 届出年月日

平成２９年１月３１日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部

今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月

間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第１３０号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成２９年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

東温市 松瀬川の一部 平成２６年度から
平成２７年度まで

東温市（松瀬川の
一部地区）の地籍
図及び地籍簿

東温市 滑川の一部 平成２６年度から
平成２７年度まで

東温市（滑川の一
部地区）の地籍図
及び地籍簿

２ 認証年月日

平成２９年２月１４日

�������
�愛媛県告示第１３１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

西条市氷見、今在家、広江、北条、玉之江、石田、吉田、周布、小

松町新屋敷、丹原町願連寺、丹原町池田、丹原町古田、丹原町丹原、

丹原町今井、丹原町高松、丹原町北田野、丹原町田野上方及び丹原

町長野地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、同条第５項

の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写しを縦覧に

供する。

平成２９年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・道前釜之口上

地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２９年２月１５日から３月１４日まで

３ 縦覧場所

西条市役所本庁、同東予総合支所、同小松総合支所及び同丹原

総合支所

�������
�愛媛県告示第１３２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

今治市桜井、桜井二丁目、桜井三丁目、古国分二丁目、古国分三丁

目、郷桜井一丁目、郷桜井二丁目、長沢、旦、登畑、宮ヶ崎、国分

愛 媛 県 報平成２９年２月１４日 第２８４８号

６５
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一丁目、国分三丁目、国分四丁目、国分五丁目、国分六丁目、国分

七丁目、桜井団地一丁目、桜井団地二丁目、朝倉下、朝倉南、朝倉

北、古谷、山口及び朝倉上地域に係る県営土地改良事業計画を定め

たので、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計

画書の写しを縦覧に供する。

平成２９年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・頓田川沿岸地

区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２９年２月１５日から３月１４日まで

３ 縦覧場所

今治市役所本庁及び同朝倉支所

�������
�愛媛県告示第１３３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

東温市樋口、志津川、西岡、見奈良、田窪、牛渕上、牛渕下、南野

田、北野田、下林、南方、北方、松瀬川、吉�、則之内、松山市北
梅本、高井及び南高井地域に係る県営土地改良事業計画を定めたの

で、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書

の写しを縦覧に供する。

平成２９年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・佐古地区）計

画書の写し

２ 縦覧期間

平成２９年２月１５日から３月１４日まで

３ 縦覧場所

東温市役所本庁及び松山市役所本庁

�������
�愛媛県告示第１３４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、今治市延喜、矢田、長沢、阿方、高市、松木、上徳、新谷、

町谷、朝倉北、朝倉南、朝倉下、玉川町�木、小鴨部、鬼原、鍋地、
八幡、法界寺、與和木、波方町馬刀潟、樋口、大西町脇、菊間町浜、

田之尻及び長坂地域に係る県営土地改良事業計画を変更したので、

同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定により、次の

とおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成２９年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・今治西部地区）変更計

画書の写し

２ 縦覧期間

平成２９年２月１５日から３月１４日まで

３ 縦覧場所

今治市役所本庁、朝倉支所、玉川支所、波方支所、大西支所及

び菊間支所

�������
�愛媛県告示第１３５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、西予市宇和町�保、河内、伊延、加茂、岩木、山田、野田、
小野田、田野中及び新城地域に係る県営土地改良事業計画を変更し

たので、同条第６項において準用する同法第８７条第５項の規定によ

り、次のとおり土地改良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成２９年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・東宇和西部地区）変更

計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２９年２月１５日から３月１４日まで

３ 縦覧場所

西予市役所本庁

�������
�愛媛県告示第１３６号
農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）

第１８条第１項の規定に基づき、農地中間管理機構公益財団法人えひ

め農林漁業振興機構から農用地利用配分計画の認可申請があった。

当該農用地利用配分計画は、愛媛県農林水産部農業振興局農産園

芸課担い手・農地保全対策室において告示の日から２週間公衆の縦

覧に供する。

平成２９年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

特定非営利活動
法人
ハート ｉｎ
ハートなんぐん
市場

愛媛県南宇和郡愛南
町御荘平山９４３番地

愛媛県南宇和郡愛南
町広見８１０ほか１９筆 １３，６１６

榎 本 和 � 愛媛県南宇和郡愛南
町上大道８７６番地

愛媛県南宇和郡愛南
町広見１０５４ほか３筆 ２，５６０

２ 申請年月日

平成２９年２月２日

�愛媛県告示第１３７号
漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条第１項

の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同政令第５条第３項の規定により、１のとおり公示し、及び２のとおり指定漁船

調書を縦覧に供する。

平成２９年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出事項

愛 媛 県 報平成２９年２月１４日 第２８４８号
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（東予地方局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

四国中央市川之江町１４３２

薦 田 学

四国中央市川之江町４１００－８３

山 川 正 数

四国中央市川之江町１０９２－１５

松 本 利 明
川 之 江 川之江漁業協同組合

四国中央市三島宮川一丁目２番１０
号

大�保 成 康

四国中央市三島中央一丁目１５番２
号

宮 � 正

四国中央市三島金子一丁目５番５７
号

武 村 隆
三 島 三島漁業協同組合

四国中央市寒川町９２３－３

青 木 栄四郎

四国中央市寒川町９２７－１

受 川 雅 師

四国中央市寒川町９４９－２

青 木 昌 隆
寒 川 寒川漁業協同組合

新居浜市大島９３

山 本 順 一

新居浜市大島１４６３－１

中 山 浩 二

新居浜市大島１４６０

中 山 博 光
大 島 新居浜市大島漁業協同組合

新居浜市多喜浜四丁目５－８４

藤 澤 茂 雄

新居浜市角野新田町一丁目１３－３

矢 野 孝

新居浜市桜木町１７－１６

高 橋 洋 幸
多 喜 浜 多喜浜漁業協同組合

新居浜市港町１７－１７

中 津 正 志

新居浜市港町１９－１６

佐 藤 貴 彦

新居浜市清水町１５－５１

飯 尾 一 男
新 居 浜 新居浜漁業協同組合

西条市樋之口４５６－１３

川 又 則 昭

西条市明屋敷６９８－１

矢 原 重 康

西条市樋之口４５６－１２

藤 田 駿 一
西 条 西条市漁業協同組合

西条市河原津甲２４２

槙 高 志

西条市河原津甲３５４－６

川 又 明 次

西条市河原津甲２７６－３

川 又 政 勝
河 原 津 河原津漁業協同組合

（東予地方局産業経済部今治支局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

今治市桜井五丁目２番２８号

笠 原 次 男

今治市桜井五丁目１３番４３号

角 南 良 彦

今治市桜井一丁目４番５４号

江 原 健 太
桜 井 桜井漁業協同組合

今治市大浜町一丁目５－１０

白 石 隆 重

今治市大浜町二丁目１－３７

広 瀬 智 �

今治市大浜町三丁目３－２０

山 田 保
大 浜 大浜漁業協同組合

今治市来島６２３

廣 瀬 武 夫

今治市来島９１

宮 谷 良 一

今治市来島６１１

片 上 勝 允
来 島 大浜漁業協同組合

今治市吉海町椋名１９３

喜 田 修 二

今治市吉海町名５３５４－２

村 上 幸 雄

今治市馬島甲１０４７－１

桧 垣 薫
渦 浦 渦浦漁業協同組合

今治市吉海町仁江２０５６－６

渡 辺 剛 史

今治市吉海町仁江２１７０

渡 辺 容 平

今治市吉海町仁江２１８５

渡 辺 竹 男
津 倉 津倉漁業協同組合

今治市伯方町木浦甲１４６４

越 智 護

今治市伯方町有津甲２３２１

岡 田 興 治

今治市伯方町伊方甲番外６－１７

本 岡 正 己
伯 方 伯方町漁業協同組合

越智郡上島町魚島１番耕地２３１－
１

佐 伯 雅 彦

越智郡上島町魚島１番耕地９６２

大 林 好

越智郡上島町魚島１番耕地１７６

三 上 和 也
魚 島 魚島村漁業協同組合

越智郡上島町弓削下弓削１１４

貴 田 勝

越智郡上島町弓削下弓削８４６－２

岡 島 政 則

越智郡上島町弓削土生４８０

北 浜 英 雄
弓 削 弓削漁業協同組合

越智郡上島町岩城２２６２－３

濱 礒 公 男

越智郡上島町岩城５９９６－２

福 井 和 雄

越智郡上島町岩城２１８９

田 中 初 彦
岩 城 生 名 岩城生名漁業協同組合

今治市関前岡村甲１０４

片 岡 武 人

今治市関前岡村甲８７８－１

山 口 松 二

今治市関前岡村甲６９２

吉 田 忠 俊
関 前 関前村漁業協同組合

今治市波方町波方甲２６２７－２

大 川 和 夫

今治市波方町波方甲２６２７－６

大 川 博 明

今治市波方町波方甲２６２２－２３

大 西 伊寿夫
波 方 小部漁業協同組合

今治市波方町樋口甲１１２９－１６

矢 原 安 正

今治市波方町小部甲３７２－１

菊 川 八重美

今治市波方町小部甲７２６－３

渡 部 秀 之
小 部 小部漁業協同組合

今治市大西町別府２４３７－３

別 府 公 康

今治市大西町宮脇甲１８０－１

尾 崎 正 二

今治市大西町宮脇甲７３－１２３

新居田 茂 生
大 西 小部漁業協同組合

今治市菊間町種３８５３番地

浦 部 信 秀

今治市菊間町浜１７２番地

三 野 常 利

今治市菊間町田之尻６０３番地

越 智 欽 哉
菊 間 菊間町漁業協同組合

（中予地方局管内）

愛 媛 県 報平成２９年２月１４日 第２８４８号
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発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

松山市浅海原甲４７８番地２

庭 瀬 清 弘

松山市浅海原甲４７７番地２

大 石 初 義

松山市浅海本谷甲７１３番地２３

濱 田 尚 利
浅 海 北条市漁業協同組合

松山市土手内２４７番地５

堀 川 武

松山市土手内２１２番地１０

重 見 庄太郎

松山市柳原１５３番地１

西 川 悟
北 条 北条市漁業協同組合

松山市北条３４１番地１

大 内 忠 次

松山市安居島甲１１９番地１

大 内 達 也

松山市安居島甲３６番地

越 智 右 介
安 居 島 北条市漁業協同組合

松山市野忽那甲５番地

尾 � 隆 幸

松山市野忽那甲１５４０番地２７

立 花 啓 一

松山市野忽那１４７２番地

尾 崎 弘 美
野 忽 那 中島漁業協同組合

松山市睦月３４６

田 中 治

松山市睦月１４９５－１

山 本 裕 司

松山市睦月３０８－１

中 尾 憲 次
睦 月 中島漁業協同組合

松山市門田町７４８番２号

早 瀬 武 弘

松山市由良町１０８０番地

小 林 元 翁

松山市泊町１４６４番地

石 本 幹 郎
興 居 島 松山市漁業協同組合

松山市堀江町番外２９７番１２号

渡 部 清

松山市堀江町甲８８８番１２号

猪 田 秀 男

松山市堀江町甲１７０８番地

松 田 満 睦
堀 江 松山市漁業協同組合

松山市三津一丁目１０番２０号

北 岡 哲 夫

松山市住吉二丁目１番２１号

香 川 公 男

松山市古三津三丁目１６番５５号

古 川 明
三 津 松山市漁業協同組合

松山市和気町二丁目９２６番１２号

上 野 和 隆

松山市勝岡町８２番１号

岡 本 公 平

松山市和気町二丁目９３３番地

橋 本 達 夫
和 気 松山市漁業協同組合

松山市古三津六丁目１１－８

松 谷 毅

松山市三津三丁目４－４３

清 水 綱 雄

松山市神田町２－４

奥 田 博 司
三 津 松山市三津浜漁業協同組合

松山市西垣生町１６３２－８

中 矢 周 三

松山市西垣生町１７１１－３

中 矢 源 孝

松山市西垣生町１７１１－６

中 矢 勤 武
今 出 松山市今出漁業協同組合

松山市和気町二丁目９３０－２

中 村 玉 江

松山市和気町二丁目９２６－２

中 村 リツ子

松山市和気町二丁目９３６

嶋之内 ナヲ子
和 気
太 山 寺 和気漁業協同組合

伊予郡松前町筒井１２４４－２１

富 田 豪

伊予郡松前町筒井１２４４－２７

佐 竹 秀 光

伊予郡松前町筒井１２６０

西 村 貴 美
松 前 松前町漁業協同組合

伊予市双海町高岸甲９２６－２

岡 田 満 兼

伊予市双海町高野川甲１２１

西 上 重 明

伊予市双海町高野川甲１７４－１

中 尾 勝 典
上 灘 上灘漁業協同組合

伊予市双海町串甲３６５７－４２

福 本 五 雄

伊予市双海町串甲１１１３

亀 岡 浩 二

伊予市双海町串甲１１２２－２

吉 野 敦 夫
下 灘 下灘漁業協同組合

（南予地方局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

西予市明浜町俵津３－１６６－１

長 山 重 平

西予市明浜町俵津３－１７２－３９

中 居 真 徳

西予市明浜町田之浜甲１１５２－３

菅 原 巧 光
明 浜 明浜漁業協同組合

宇和島市吉田町立間尻甲２０２９

酒 井 利 幸

宇和島市吉田町深浦２－１９

渡 辺 等

宇和島市吉田町白浦外５７３

山 下 輝
吉 田 吉田町漁業協同組合

宇和島市吉田町奥浦甲３４８４－１

松 浦 登

宇和島市吉田町奥浦甲５４－６

伊 藤 順 造

宇和島市吉田町奥浦乙７５１

宮 本 萬太郎
奥 南 吉田町漁業協同組合

宇和島市津島町北灘甲４４８番地２

大 塚 太 一

宇和島市津島町北灘乙９７８番地

中 村 敏

宇和島市津島町北灘丁４９９番地５

秋 田 哲 也
北 灘 北灘漁業協同組合

宇和島市下波２３９２番地

大 塚 勇

宇和島市下波１２２６番地

寿 崎 平 亀

宇和島市下波９０５番地

村 上 泰
下 波 下波漁業協同組合

宇和島市遊子２９６９番地１

山 本 重 光

宇和島市遊子２９３５番地

岩 下 浩 二

宇和島市遊子２８７１番地

中 川 岩 仁
遊 子 遊子漁業協同組合

宇和島市蒋淵５０４

水 野 常 行

宇和島市蒋淵１３８５

田 中 小 治

宇和島市蒋淵２６３０

浅 田 一 �
蒋 淵 うわうみ漁業協同組合

宇和島市戸島２７８３番地

深 田 俊 英

宇和島市戸島２２０１番地

酒 井 和 弘

宇和島市戸島２５０８番地

�保田 壮 一
戸 島 第 一 うわうみ漁業協同組合

愛 媛 県 報平成２９年２月１４日 第２８４８号
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宇和島市戸島３７８２番地

藤 堂 覚 寛

宇和島市戸島３９７３番地

藤 堂 浅 一

宇和島市戸島３９０８番地

西 村 光
戸 島 第 二 うわうみ漁業協同組合

宇和島市日振島３２１９番地

笠 岡 義 雄

宇和島市日振島３２４４番地

辻 禎 亮

宇和島市日振島２９０番地

松 下 日出海
日 振 島 うわうみ漁業協同組合

宇和島市蛤３６４番地２

広 沢 初 志

宇和島市本九島１４３６番地

片 山 亀 吉

宇和島市百之浦１３５６番地３

平 山 政 一
宇和島第一 宇和島漁業協同組合

宇和島市小池１７５６番地２

山 内 博

宇和島市蕨４６５番地

松 本 新 一

宇和島市小浜２０２９番地

野 村 伝 八
宇和島第二 宇和島漁業協同組合

宇和島市桝形町三丁目５番１７号

島 田 秀 樹

宇和島市別当一丁目６番３４号

佐々木 瀧 雄

宇和島市坂下津甲９７番地５

三 好 春 樹
宇和島第三 宇和島漁業協同組合

宇和島市三浦西６１２

山 下 三 郎

宇和島市三浦西１３００－５

小 林 一 郎

宇和島市三浦西１７５０

浅 野 一 史
三 浦 三浦漁業協同組合

（南予地方局愛南水産課管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

南宇和郡愛南町平碆３６６

山 口 満

南宇和郡愛南町魚神山５６１

末 弘 経 博

南宇和郡愛南町柏崎２９１

中 川 和 弘
内 海 愛南漁業協同組合

南宇和郡愛南町御荘平城２９００－６

中 田 知 公

南宇和郡愛南町赤水２６－２

中 田 俊 彦

南宇和郡愛南町赤水６３－１３

中 田 健 史
南 内 海 愛南漁業協同組合

南宇和郡愛南町鯆越２１２

� 徳 孝 広

南宇和郡愛南町深浦１１５４

宮 本 忠

南宇和郡愛南町城辺乙９９９－３

中 道 和 志
深 浦 愛南漁業協同組合

南宇和郡愛南町垣内３９６

前 田 末 光

南宇和郡愛南町岩水１－７

山 � 淳

南宇和郡愛南町脇本６８６

小 嶋 盾 二
東 海 愛南漁業協同組合

南宇和郡愛南町樽見５７３

浜 田 一 房

南宇和郡愛南町下�家２８－１

山 下 勇 造

南宇和郡愛南町下�家４４３

中 山 正 彦
西 海 愛南漁業協同組合

南宇和郡愛南町樽見５５１－１

清 水 俊 幸

南宇和郡愛南町福浦４４６

菅 原 数 人

南宇和郡愛南町�家２３－１

竹 田 勝 仁
福 浦 愛南漁業協同組合

南宇和郡愛南町�良３４５６

小 泉 一 明

南宇和郡愛南町�良１２１９

浜 田 克 人

南宇和郡愛南町�良６１０

飯 田 幸 仁
� 良 �良漁業協同組合

（南予地方局産業経済部八幡浜支局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

八幡浜市保内町磯崎１４１４

鎌 田 建一郎

八幡浜市保内町広早３２２－３

村 上 稔

八幡浜市保内町喜木津２－３８７

上野山 隆
磯 津 八幡浜漁業協同組合

八幡浜市保内町川之石１３－８０－２

� 保 義 隆

八幡浜市保内町川之石１１－１００

山 口 正 光

八幡浜市保内町川之石１２－６０１－
１

横 川 章 次
川 之 石 八幡浜漁業協同組合

西宇和郡伊方町足成５８８－２

高 月 和 也

西宇和郡伊方町足成６３６

松 谷 茂 孝

西宇和郡伊方町足成３２８

大�保 將
足 成 八幡浜漁業協同組合

西予市三瓶町周木６番耕地１１２番
地２
赤坂水産有限会社
代表取締役 赤 坂 喜太男

西予市三瓶町津布理９３２番地

三 好 司

西予市三瓶町津布理４３５番地１

仲 川 龍 彦
三 瓶 湾 八幡浜漁業協同組合

西宇和郡伊方町串５８０番地

阿 部 博 文

西宇和郡伊方町正野２５５９番地１

黒 田 安 司

西宇和郡伊方町正野２４５８番地１

堀 田 春 樹
三 崎 三崎漁業協同組合

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成２９年２月１４日から２８日まで

� 縦覧場所

次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ当該右欄に掲げる場所

東予地 方 局 管 内 の 加 入 区 東予地方局産業経済部水産課

東 予 地 方 局 産 業 経 済 部
今 治 支 局 管 内 の 加 入 区

東 予 地 方 局
産 業 経 済 部 今 治 支 局 水 産 課
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�愛媛県告示第１３８号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定に基づき事業

の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成２９年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 起業者の名称 宇和島市

２ 事業の種類 （仮称）宇和島駅前複合施設建設事業

３ 起業地

� 収用の部分

愛媛県宇和島市錦町及び鶴島町地内

� 使用の部分

なし

４ 事業の認定をした理由

申請に係る事業は、以下のとおり、土地収用法第２０条各号の要

件をすべて充足すると判断されるため、事業の認定をしたもので

ある。

� 土地収用法第２０条第１号の要件への適合性について

申請に係る事業は、宇和島市錦町及び鶴島町地内の土地４，６２

６．４１平方メートルを起業地とする「（仮称）宇和島駅前複合施

設建設事業」（以下「本件事業」という。）である。

本件事業は、宇和島市が設置する図書館、生涯学習センター、

子育て支援センター及び備蓄倉庫に関する事業であることから、

それぞれ、土地収用法第３条第２２号に掲げる「図書館法（昭和

２５年法律第１１８号）による図書館」、同条第３２号に掲げる「国

又は地方公共団体が設置する公園、緑地、広場、運動場、墓地、

市場その他公共の用に供する施設」及び同条第３１号に掲げる

「国又は地方公共団体が設置する庁舎その他直接その事務又は

事業の用に供する施設」に関する事業に該当する。

したがって、本件事業は、土地収用法第２０条第１号の要件を

充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第２号の要件への適合性について

本件事業は、宇和島市議会において宇和島市一般会計予算の

議決を受け施行するものであることから、宇和島市は、本件事

業を施行する権能を有するものと認められる。

したがって、本件事業は、土地収用法第２０条第２号の要件を

充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第３号の要件への適合性について

ア 事業の施行により得られる公共の利益

宇和島市（以下「市」という。）では、第一次宇和島市総

合計画（以下「総合計画」という。）を最上位計画と位置づ

け、生涯学習事業、子育て支援事業及び防災対策事業等に取

り組んでいる。

また、生涯学習を総合的かつ効果的に推進する施策の指針

として、宇和島市生涯学習推進計画（以下「推進計画」とい

う。）を策定し、「多様な学習機会の創出や提供に努め、さ

らに、学習成果を社会に生かすことができる仕組み作りを推

進することで、心豊かな生涯学習社会を形成する」ことを掲

げていると同時に、市民のための図書館活動も推進している。

したがって、更なる生涯学習施設、子育て支援施設及び防

災施設の整備・充実に努めているところであるが、以下の問

題があり、目指す目標や将来像を実現できないものとなって

いる。

� 図書館

市が運営する宇和島市立中央図書館（以下「中央図書館」

という。）では、図書の増加に伴う書棚の増設により、書

棚の間隔が狭まり、車いすでの通行は不可能な状況である。

また、図書の増加により、最上段の棚にまで隙間無く図書

を配架した結果、照明器具の取付けに影響が出る等、利用

環境に問題が生じ、地震発生時に書棚が転倒する不安や照

明の暗さ等への意見や苦情が寄せられているほか、駐車場

が狭いことから、利用者は不便を強いられている。

同じく、市が運営する簡野道明記念吉田町図書館におい

ても、図書の増加等により、通路にまで資料が溢れている

状況である。また、２階の児童図書室は、児童図書の増加

から多目的室を改修して設置したものであるが、天井が非

常に高いことから室内が暗く、利用者から苦情が絶えない

状態である。

それらの状況に加え、両図書館はスペースを確保するた

めに、やむを得ず図書を処分しており、図書の購入も十分

に行われていない状況である。また、両図書館では古文書

等の貴重な資料を収蔵しているが、収蔵品の増加により展

示スペースが逼迫しているため、郷土資料展示の要望が多

いにもかかわらず、開示できていない状況である。さらに、

資料の保管には温度や湿度管理が重要であるが、ダンボー

ル等に保管している状態であり、管理する環境としては不

適切なものとなっている。

両図書館の利用者は年々減少もしくは横ばい傾向である

が、先述のとおり施設の狭隘化が進み、利用環境が劣悪で

ある上に、図書廃棄や新図書の未購入により収蔵品の多様

化が妨げられていることや、駐車場スペースの不足が原因

と考えられる。

また、市民からは図書館の増設、駐車場の拡充及び図書

の増加を望む意見が多数寄せられている。

� 生涯学習センター

① 小ホール

市民の参加が最も多い生涯学習活動は、音楽活動とダ

ンス・体操の分野であり、これらの活動を行う団体は成

果発表の場として、主に宇和島市立南予文化会館（以下

中予地 方 局 管 内 の 加 入 区 中 予 地 方 局
産 業 経 済 部 水 産 課

南予地 方 局 管 内 の 加 入 区 南 予 地 方 局
産 業 経 済 部 水 産 課

南 予 地 方 局 愛 南 水 産 課
管 内 の 加 入 区

南 予 地 方 局
産 業 経 済 部 愛 南 水 産 課

南 予 地 方 局 産 業 経 済 部
八幡浜 支 局 管 内 の 加 入 区

南 予 地 方 局
産業経済部八幡浜支局水産課
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「南予文化会館」という。）、市役所本庁舎２Ｆ大ホー

ル、宇和島市生涯学習センター（以下「現センター」と

いう。）、地区公民館、民間の施設及び三間町のコスモ

スホール三間等の施設を使用しているが、各施設におい

ては規模や設備の面で問題点を抱えていることから、施

設利用者から、「発表できる設備が整った施設が欲しい」

等の意見が多数寄せられている状況であり、推進計画が

目指す「学習成果を社会に生かすことができる仕組みづ

くり」を達成できていない。

また、市では推進計画に基づき、貴重な文化・歴史遺

産を後の世代に伝承し、地域の素晴らしさを再認識して

もらう取り組みが必要と考えているため、デジタルアー

カイブを実施し、市が保管する歴史的映像や南予にゆか

りのある映画等を上映する取り組みを行うことを検討し

ている。しかしながら、現センターにある視聴覚ライブ

ラリーは設備の老朽化から、ほとんど機能しなくなって

いるほか、現センターや南予文化会館では映画を上映す

ることがあるが、設備が不十分であること等の理由から、

それらに対応できる小ホールの整備を望む声が多数寄せ

られている。

② 多目的室

現センターの施設である大会議室、小会議室及び和室

の利用率が非常に高いため、予約が重なる場合も多く利

用者に不便を強いている状況であり、早急な対応が求め

られる。また、小ホールの整備に伴い、スタッフや演者

が演目の打合せや待合等を行うために、小ホールと一体

となった多目的室が必要となる。

③ 音楽・演劇練習室

現センターの大会議室、小会議室及び和室の主要な活

動分野は音楽・ダンス関係である。現センターの小会議

室の利用率は、平日・土日・祝日共に高い状態にあり、

前述のとおり予約状況により練習等が行えない場合も多

い。また、現センターは防音施設を備えていないため、

音楽・ダンス活動等を行う際に、利用者から既存施設は

設備が不十分であるとの不満が出ている。さらに、市は、

愛媛県の生涯学習事業の推進目標である「県民一人あた

りの生涯学習関連施設の利用回数の増加」を達成するこ

とを目指しているが、前述のとおり、既存の施設だけで

は対応することができない。

④ 工作室（自由工房）

手芸・生け花・絵画といったサークル活動は、現セン

ターの小会議室や和室を使用しているが、クラフトアー

ト等を含む体験ワークショップが可能な水道設備・熱源・

湯沸設備等が備えられておらず、活動の範囲が限定され

ていることから、市民からは絵画や彫刻・陶芸等の芸術

活動や手芸等の趣味まで、様々な創作活動が行える工房

整備の要望が出されている。また、生け花や絵画は、現

センターの和室で琴や着付け等の講座と利用形態が重な

っており、既存施設は飽和状態であることから、新規利

用者獲得の妨げとなっている。

� 子育て支援センター

市の出生数は、平成２３年度においては５４０人であったが、

平成２７年度には４７３人と、平成２３年度の出生数に対して約

１２％の減少となっている。また、国立社会保障・人口問題

研究所の報告（平成２５年３月）によると、平成２２年に１２．０

％だった市内の年少人口（０～１４歳）は、平成３２年には１０

．３％になると推計されており、少子化問題に対する具体的

な対策が喫緊の課題となっている。

市は、少子化問題に対処するために、「宇和島市子ども・

子育て支援事業計画」（以下、「支援事業計画」という。）

及び「宇和島市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定

することとし、子育て支援等に対する要望・意見などを調

査した結果、一時預かり施設や交流スペースが必要である

等の意見が多数寄せられた。また、その状況に加えて、愛

媛県内の市で唯一児童館が整備されていないため、一部の

市民はやむを得ず西予市にある宇和児童館を利用している

状況である。さらに、子育て世代のための交流、情報発信、

子育てに関する専門家との相談の場及び子どもの遊び場等

を一括して備えた専用施設が整備されておらず、従前より、

屋内の子育て専用施設の整備要望が多数寄せられている。

それらの状況を踏まえて、支援事業計画では「まち全体

で子育てを支える」ことを目標として、親子や子ども同士、

親同士の自由な交流を行うことができる拠点施設が必要で

あると判断した。しかしながら、既存の子育て施設である

保育所等では、限定的な事業を行う時間やスペースしかな

く、支援事業計画において市が実施を検討している、子育

てに関する相談活動、子どもの居場所づくりの推進、親子

同士の交流促進等の活動を行うことができない。

� 備蓄倉庫

市全域は「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に

関する特別措置法」（平成１４年法律第９２号）（以下「南海

トラフ地震特別措置法」という。）第３条に定められた

「南海トラフ地震防災対策推進地域」に指定されていると

ともに、同法第１０条に定められた「南海トラフ地震津波避

難対策特別強化地域」にも指定されていることから、防災

教育を通して市民の危機管理意識を高めるとともに、地震

や津波発生時の迅速な避難対応と避難施設の整備が求めら

れている。また、南海トラフ地震特別措置法第５条第２項

の規定に基づき宇和島市防災会議により策定した「南海ト

ラフ地震防災対策推進計画」には、市が避難者に対してと

るべき救護内容として、収容施設への収容、飲料水、主要

食料及び毛布の供給等が掲げられており、市民の安全な避

難場所と物資を確保するのは市の義務であるとされている。

しかしながら、市が策定した宇和島市防災マップによる

と、今後３０年以内に７０％程度の確率で発生すると予想され

ている南海トラフ地震等が発生した場合、宇和島駅周辺で

は最大で２．０ｍから４．０ｍ程度の津波による浸水が発生する

とされており、周辺市街地を含め甚大な被害が生じる可能

性があるが、宇和島駅周辺の天神地区には、民間ビルを活

用した津波避難ビルが存するのみであり、食料品等を備蓄

できる保管場所がない状況である。大規模な地震及び津波

が発生した場合には、備蓄がない天神地区の市民は一時避

難後の飲食ができず、最低限の生活に支障がある。

本件事業は各事業の問題を解決し、それぞれの整備目的を

達成するため計画されたものであるが、市が目指す「多様な

学習機会の創出や提供」や「学習成果を社会に生かすことが
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できる仕組み作り」を実現するためには、各施設の機能を集

約し、利用者の利便性を図り、複数の施設の利用を促進する

必要がある。また、市は急速に進んでいる人口減少と高齢化

に対応可能なエコ・コンパクトシティを目指しているため、

本件事業の整備方法を複合施設としたものである。

本件事業は、上記のとおり、各事業の問題を解決するとと

もに、機能の異なる施設を複合化して多機能化することで施

設間の相乗効果を生み出し、多様な文化活動を提供すること

ができ、多世代交流も可能となる。また、会議室等で継続し

た防災教育を実施でき、市民の防災意識を高める点でも有効

となる。さらに、施設相互間でコントロールスタッフを兼任

させ効率的な人員配置を行うことが可能となり、管理・運営

のための人員及びスペースを削減し、ランニングコストの低

減化を図ることができる。

したがって、本件事業の施行により得られる公共の利益は、

相当程度存在するものと認められる。

イ 事業の施行により失われる利益

本件事業は環境影響評価法（平成９年法律第８１号）等によ

る環境影響評価の対象外であるため環境影響評価は実施して

いないが、施工に際しては、低騒音・低振動型の建設機械を

使用する等、環境への影響を最小限に抑制する対策を講じる

こととしている。また、起業地は特定希少野生動植物保護区

外で、保護のために特別の措置を講ずべき動植物は見受けら

れない。さらに、埋蔵文化財包蔵地外で保全を要する文化財

等も確認されていない。以上のことから、環境等への影響は

軽微であると認められる。

したがって、本件事業の施行により失われる利益は軽微で

あると認められる。

ウ 代替案の検討

本件事業に係る起業地の選定に当たっては、自然的条件、

経済的条件及び社会的条件等による３案の比較検討を行い、

総合的に最も優れた案を採用しているものと認められる。ま

た、起業地面積は、本件事業の内容、施設の規模等を勘案し、

妥当なものと認められる。

したがって、本件事業の事業計画については、合理的であ

ると認められる。

エ 比較衡量

アで述べた得られる公共の利益とイで述べた失われる利益

を比較衡量した結果、本件事業の施行により得られる公共の

利益が失われる利益に優越すると認められるとともに、ウで

述べたように、本件事業の事業計画は他の代替案と比較して

最も合理的であると認められる。

したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に

寄与すると認められるので、土地収用法第２０条第３号の要件

を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第４号の要件への適合性について

ア 事業を早急に施行する必要性

�アで述べたように、市が運営する両図書館は、施設の狭
隘化による利用環境の低下等により利用者に十分なサービス

の提供ができていない。また、両図書館では古文書等の貴重

な資料を収蔵しているが、ダンボール等に保管している状態

であり、管理する環境としては不適切なものとなっている。

さらに、中央図書館では駐車場が狭いことから利用者は不便

を強いられている状況である。

また、市は、南予文化会館や現センター等の施設により生

涯学習事業の推進に取り組んでいるが、市内の生涯学習施設

では数が不足していることに加え、利用者のニーズにあった

施設が整備されておらず、生涯学習事業の推進に著しく支障

をきたしている。

さらに、市では、少子化問題に対する具体的な対策が喫緊

の課題となっており、この課題に対処するために、市民への

アンケート調査結果や現状を踏まえ、少子化対策として子育

て支援拠点施設が必要であると判断したが、市内の既存の施

設では限定的な事業を行う時間やスペースしかなく、少子化

問題に対して有効な対策を講じることができていない。

これらのとおり、各事業とも市民のニーズを満たしていな

い状況であり、市民からは図書館、各生涯学習施設及び子育

て支援センターの整備を望む意見が多数寄せられている。

加えて、市が策定した宇和島市防災マップによると、南海

トラフ地震等の大規模災害が発生した場合、宇和島駅周辺で

は津波による浸水が発生するとされているが、宇和島駅周辺

の天神地区には、食料品等を備蓄できる保管場所がない状況

であり、大規模な地震及び津波が発生した際は、天神地区の

市民は一時避難後の飲食ができず、最低限の生活に支障があ

る。

以上のことから、各施設とも早期な対応が必要となってい

る。

したがって、本件事業を早期に施行する必要性は高いもの

と認められる。

イ 起業地の範囲及び収用又は使用の別の合理性

本件事業に係る起業地の範囲は、本件事業の目的を達成す

るために必要な範囲であると認められる。また、収用の範囲

は、すべて本件事業の用に恒�的に供される範囲にとどめら
れていることから、収用又は使用の別についても合理的であ

ると認められる。

したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要が

あると認められるため、土地収用法第２０条第４号の要件を充

足すると判断される。

� 結論

以上のとおり、本件事業は、土地収用法第２０条各号の要件を

すべて充足すると判断される。

５ 土地収用法第２６条の２の規定に基づく図面の縦覧場所

宇和島市役所建設部都市整備課

�愛媛県告示第１３９号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

平成２９年２月１４日

愛媛県東予地方局長 菅 豊 正

愛 媛 県 報平成２９年２月１４日 第２８４８号
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�愛媛県告示第１４０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

道後平野土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があっ

た。

平成２９年２月１４日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

退 任

�������
�愛媛県告示第１４１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第１８条第１６項の規定により、道前道後土地改良区連合から次のと

おり役員が退任した旨の届出があった。

平成２９年２月１４日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

退 任

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２９年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

広報紙の印刷及び配布業務の委託

� 委託業務名及び数量

広報紙の印刷及び新聞折り込み業務、一式

� 委託業務の内容等

仕様書による。

� 委託期間

契約締結の日から平成３０年３月３１日まで

� 委託業務に係る成果品の納入場所

仕様書による。

� 入札方法

入札金額は、一部当たりの単価とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２６・２７・２８年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められ、かつ「特定調

達参加希望」の登録をしている業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の印刷及び新聞折り込み業務の実績を有し、

委託業務について、適切に履行し得る体制が整備されているこ

とを証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であること。

３ 入札書の提出場所等

�愛媛県告示第１４２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２９年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０２００７３７ 一般社団法人チャレン
ジド尾道

広島県尾道市御調町大
田７９６番地 藤 原 照 國 就労継続支援

Ｂ型 カイト今治 愛媛県今治市山路３８９
番地１

平成２８年
１２月１日

３８１０６００６８８ ＮＰＯ法人石鎚スクエ
ア

愛媛県西条市小松町新
屋敷甲３８２番地６ 篠 塚 忍 就労継続支援

Ｂ型
就労継続支援Ｂ型事業
所 Ｖｉｓｅｅ

愛媛県西条市三津屋４４
４番地１０

平成２９年
１月４日

３８１０２００７４５ 合同会社ケアサポート
みずき

愛媛県今治市蒼社町一
丁目３番４８号 伊 藤 正 義 居宅介護 ケアサポートみずき 愛媛県今治市蒼社町一

丁目３番４８号
平成２９年
１月４日

３８１０２００７４５ 合同会社ケアサポート
みずき

愛媛県今治市蒼社町一
丁目３番４８号 伊 藤 正 義 同行援護 ケアサポートみずき 愛媛県今治市蒼社町一

丁目３番４８号
平成２９年
１月４日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 渡 部 和 男 東温市下林甲１７７６番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 青 野 勝 西条市楠甲４５３番地９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長浜中村線
大洲市長浜町下須戒甲１８３７番１８から

同町下須戒甲１８７３番地先まで
平成２９年２月１４日
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� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県企画振興部政策企画局広報広聴課広報係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２４１

� 入札書の受領期限

開札の日時に開札の場所へ持参して提出するか、又は平成２９

年３月２８日（火）午前１０時００分まで（必着）に�に掲げる場所
に郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法

律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書便

事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による

同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるも

の。以下「郵便等」という。）により提出すること。

� 入札説明書の交付方法

ア �に掲げる場所で交付する。
イ 交付期間

公告の日から平成２９年３月１７日（金）まで。ただし、執務

時間中（土曜日、日曜日及び祝日を除く午前８時３０分から午

後５時１５分までをいう。以下同じ。）に限る。

� 開札の日時及び場所

平成２９年３月２８日（火）午後２時３０分

愛媛県庁第二別館５階第４会議室

� 入札書の提出方法

持参又は郵便等により提出すること。電送による提出は認め

ない。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認

申請書（以下「確認申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 確認申請書の受領期限

平成２９年３月１７日（金）午後５時１５分までに、３の�に掲
げる場所へ持参して提出、又は郵送すること。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると知事が判断した入札者であって、愛

媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落

札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：Printing

a monthly newsletter and inserting it into newspapers，１ set

� Time limit of tender：２：３０ p．m．，２８March２０１７

（tenders submitted by mail：１０：００ a．m．，２８March２０１７）

� For further information，please contact： Public Relations

Section，Public Relations Division，Policy and Planning

Subdepartment，Planning and Development Department，

Ehime Prefectural Government，４―４―２ Ichibancho，

Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２４１

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２９年２月１４日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県基幹ネットワークシステム運用管理・支援及び利用支

援業務の委託

� 委託業務名及び数量

庁内ＬＡＮシステム運用管理・支援及び利用支援業務 一式

農業土木システム運用管理・支援及び利用支援業務 一式

土木システム運用管理・支援及び利用支援業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

知事が指定する場所

� 入札方法

� この入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

に基づき、所定の手続きにより紙入札を承諾した場合を除き、

入札書の提出、開札等の行為を電子入札システムにより行う。

なお、電子入札システムの利用者登録を行っていない入札

参加資格者が応札する場合は、紙入札を行うものとする。

� 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２６年度、平成２７年度及び平成２８年度の

製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度のネットワークシステム運用管理業務の実

績を有し、委託業務について、適切かつ迅速に履行し得る体制

が整備されていることを証明した者であること。

愛 媛 県 報平成２９年２月１４日 第２８４８号
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� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中で

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

電子入札システムにより提出すること。ただし、紙入札によ

る場合にあっては、次の掲げる場所へ、持参又は郵送等（書留

郵便等の配達記録が残るものに限る。以下同じ。）により提出

すること。

愛媛県企画振興部政策企画局情報政策課行政情報グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２８９

� 入札書の受領期限

ア 電子入札による場合は、平成２９年３月２７日（月）から平成

２９年３月２８日（火）午前９時５９分までの電子入札システム稼

働時間中（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例

第３号）第１条第１項に規定する県の休日（以下「県の休日」

という。）以外の日の午前９時から午後８時まで（最終日は

午後５時まで）をいう。以下同じ。）に提出すること。

イ 紙入札による場合は、平成２９年３月２７日（月）から平成２９

年３月２８日（火）午前９時５９分までの受付時間中（県の休日

以外の日の午前８時３０分から午後５時までをいう。以下同じ。）

に�に掲げる場所に持参又は郵送等（書留若しくは簡易書留
又は信書便でこれらに準ずるものに限る。以下同じ。）によ

り提出すること。

ウ 郵送等により入札書を提出する場合は、平成２９年３月２８日

（火）午前９時５９分までに、�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２９年３月２８日（火）午前１０時

愛媛県庁本館１階 システム設計室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札参加資格確認

申請書（以下「確認申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 確認申請書の提出場所及び提出方法

電子入札により提出すること。ただし、紙入札方式による

場合にあっては、３の�に掲げる場所へ、持参又は郵送等に
より提出すること。

イ 確認申請書の受領期間

� 電子入札による場合は、平成２９年２月１４日（火）から平

成２９年３月１０日（金）までの電子入札システムの稼働時間

中に提出すること。

� 紙入札による場合は、平成２９年２月１４日（火）から同年

３月１０日（金）までの受付時間中に３�に掲げる場所へ持
参又は郵送等により提出すること。

ウ 郵送等による審査申請書の取扱い

郵送等により審査申請書を提出する場合は、平成２９年３月

１０日（金）午後５時までに、３�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると知事が判断した入札者であって、愛

媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落

札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Operation management and Use support service for

Administrative Affairs Local Area Network，１ set

Operation management and Use support service for

Agricultural Engineering System，１ set

Operation management and Use support service for Public

Works System，１ set

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，２８March２０１７

� For further information，please contact： Administrative

Computerization Group，Information Technology Division，

Pol icy and Planning Subdepartment， Planning and

Development Department，Ehime Prefectural Government，

４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２８９
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